
   新潟市職員等からの公益通報の処理に関する要綱

 （目的）

第１条 この要綱は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」という。）

に基づく通報等本市における役務提供先への内部通報を適切に処理するために必要な事

項を定めることにより、通報者の保護を図るとともに、公正な職務の遂行を確保するこ

とを目的とする。

 （定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

（１） 職員等 新潟市における法令遵守の推進等に関する条例（平成１７年新潟市条

例第７３号）第２条第２号に規定する職員等をいう。 

（２） 法令 法律、法律に基づく命令（告示を含む。）、条例、規則及び規程をいう。

（３） 任命権者 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第６条第１項に規定す

る任命権者をいう。

（４） 管理・監督責任者 所属長及び所属長より上位の職を占める者をいう。

（５） 公益通報 職員等が、市政運営上の法令違反又は人の生命、身体、財産若しく

は生活環境に重大な損害を与える行為（不作為を含む。）（以下「違法行為等」とい

う。）が生じ、又はまさに生じようとしていると思料するときに、不正防止のために

市長、任命権者又は管理・監督責任者に対して行う内部通報をいう。ただし、不正の

利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正な目的で行うものを除く。

（６） 通報者 公益通報をした職員等をいう。

 （通報者の保護）

第３条 市長、任命権者及び管理・監督責任者は、通報者に対して公益通報をしたことを

理由としていかなる不利益な取扱いもしてはならない。

２ 管理・監督責任者は、通報者が公益通報をしたことにより職場で不利益な取扱いを受



けることのないよう留意しなければならない。

３ 市長、任命権者及び管理・監督責任者は、通報者を保護するため、通報者が特定され

るおそれがある情報は秘密としなければならない。

 （コンプライアンス委員長）

第４条 新潟市における法令遵守の推進等に関する条例施行規則（平成１７年新潟市規則

第１９４号）第３条第３項に規定する新潟市コンプライアンス委員会の委員長（以下「委

員長」という。）は、本市における公益通報の状況を把握し、適切な処理のための調整

及び統括を行う。

 （公益通報の処理）

第５条 市長、任命権者又は管理・監督責任者は、職員等から公益通報に該当すると思わ

れる通報を受けた場合において当該通報が公益通報に該当するときは公益通報として受

理しその旨を、公益通報に該当しないときは不受理としその旨及び理由を当該職員等に

通知する。ただし、通報者が匿名の場合及び通報者が通知を希望しない場合は、通知は

要しない。また、公益通報に該当しない場合であっても、当該通報に対して適切な措置

を講じる必要があるときは、当該措置を講じるものとする。

２ 公益通報を受理した市長、任命権者又は管理・監督責任者（以下「通報受理者」とい

う。）は、速やかに委員長にその旨を報告する。ただし、当該公益通報について直ちに

是正措置等の対応をとることができる場合は、この限りでない。

３ 通報受理者は、受理した公益通報について、調査の必要性、時期及び方法について検

討し、調査を行う場合はその旨及び着手の時期を、調査を行わない場合はその旨及び理

由を通報者に通知する。ただし、通報者が匿名の場合及び通報者が通知を希望しない場

合は、通知は要しない。

４ 通報受理者は、調査を行う場合は、関係者からの意見の聴取その他の調査を行う。

５ 通報受理者は、違法行為等が明らかになった場合は、速やかに是正措置及び再発防止

措置を講じるものとする。



６ 通報受理者は、前２項の規定により公益通報を処理した場合は、調査の結果並びに講

じた是正措置及び再発防止措置について委員長に報告するものとする。

第６条 通報受理者は、前条第３項の規定による調査の必要性等の検討の結果、公益通報

の内容がその所管する部署以外の部署にも関係するため当該通報受理者だけでは調査の

実施が困難な場合及び公益通報の内容が当該通報受理者に関係するものである場合は、

当該公益通報についての調査の実施を委員長（公益通報の内容が委員長に関係するもの

である場合は、委員長が指定するコンプライアンス委員会の委員。以下この条において

同じ。）に依頼し、その旨通報者に通知する。ただし、通報者が匿名の場合及び通報者

が通知を希望しない場合は、通知は要しない。

２ 委員長は、前項の規定による依頼を受けた場合は、関係者からの意見の聴取その他の

調査を実施する。

３ 委員長は、前項の調査により、違法行為等が明らかになった場合は、通報受理者並び

に当該違法行為等に係る事務を所管する任命権者及び管理・監督責任者等にとるべき是

正措置及び再発防止措置についての意見を付して調査の結果を通知する。

４ 前項の規定による通知を受けた任命権者及び管理・監督責任者は、委員長の調査の結

果に基づいて必要な事実の確認を行うとともに、委員長の意見を尊重して違法行為等を

是正し、かつ、再発防止措置を講じ、通報受理者及び委員長にその内容等を報告するも

のとする。

第７条 通報受理者は、調査の結果並びに講じた是正措置及び再発防止措置を通報者に通

知する。ただし、通報者が匿名の場合及び通報者が通知を希望しない場合は、この限り

でない。

（調査への協力義務）

第８条 職員は、第５条第４項又は第６条第２項に規定する公益通報の調査に協力を求め

られた場合は、協力しなければならない。

（コンプライアンス相談員）



第９条 委員長は、職員等からの公益通報その他のコンプライアンスに関する相談に応じ

るため、コンプライアンス相談員を設置する。

（守秘義務）

第１０条 公益通報の処理に従事する職員及び調査に協力する職員は、その際に知り得た

秘密を漏らしてはならない。

（記録の保存）

第１１条 通報受理者は、公益通報に関する記録を５年間保存する。ただし、他の法令等

 により５年を超える保存期間が定められている場合は、当該法令等で定められた期間保

存するものとする。

   附 則

 この要綱は、平成１８年９月１日から施行する。

   附 則

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

   附 則

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年７月５日から施行する。 


